
役員等報酬規程
（目　的）
第１条　この規程は社会福祉法人協同光陽会定款第２１条の規定により、役員等に

対する報酬に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（役員等）
第２条　この規程で、役員等とは、次の者をいう。
　　　（１）理事及び監事　　　　　　　　
　　　（２）評議員
　　　（３）各種委員会等の委員　
　　　（４）その他理事長が必要と認めた者

（報酬の額の決定）
第３条　役員等に支給する報酬の限度額は次のとおりとし、各理事、監事の報酬

額、支給方法などについては、理事会に一任する。
（１）全理事の各年度の報酬総額は、年間200万円以内とする｡
（２）全監事の各年度の報酬総額は、年間32万円以内とする。
（３）評議員や各委員の報酬額は、別表１のとおりとする｡

２　施設の職員が兼務する役員等にあたっては、本項に掲げる報酬は支給しない。

（報酬等の支給日）
第4条　当法人の役員等の報酬等は、月末締めの翌月10日に支払うものとする｡

なお、支給日が土日、祝日にあたる場合は、前日に支払うものとする。

（報酬の支給方法）
第５条　報酬等は、通貨をもって本人に支給または支払うものとする。ただし、本

人の同意を得れば、本人の指定する本人名義の金融機関口座に振り込むこと
ができるものとする。

２　報酬等は、法令の定めるところによる控除すべき金額及び本人から申し出が
あった立替金等を控除して支給する。

（報酬支給の制限）
第６条　法人の役員等のうち、国家公務員、地方公務員に対する報酬は支給しな

い。

(改廃)

第7条　この規程の改廃は、評議員会の決議による。

附　則
１　この規程は、平成15年４月１日から施行する。
２　この規程の改正は、平成18年6月1日から施行する。
３　この規程の改正は、平成29年4月1日から施行する。
４　この規程の改正は、平成31年4月1日から施行する。
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５　この規程の改正は、令和4年5月31日から施行する。
６　この規程の改正は、令和5年6月16日から施行する。
７　この規程の改正は、令和７年6月16日から施行する｡

別表１

区 分 報 酬 額
評議員 日額　　 5,000円
入居検討委員 日額　　 5,000円
第三者委員 日額　　 5,000円
運営推進委員 日額　　 3,000円
評議員選任・解任委員 日額　　 3,000円
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